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統一的な基準による財務書類の概要 

 

地方公共団体の会計は、単年度の現金収支を管理する「現金主義会計・単式簿記」が採用されてい

ますが、現金収支では、資産・負債の状況や減価償却費などの情報が明らかになりません。そこで、

「発生主義会計・複式簿記」による決算状況を明らかにするため、統一的な基準による令和５年度財

務書類を作成しましたので、その概要をお知らせします。 
 

１ 財務書類の概要 

 

財務書類は以下の４種類の書類で構成されています。 
 

名 称 目 的 

貸借対照表 

（ＢＳ） 

年度末（３月３１日）時点における資産とその調達財源の状況を示したものです。表

は大きく左右に分かれており、左側に資産の状況（資産）を、右側に、その元手とし

て、主に他者から借りたもの（負債）と自己に帰属するもの（純資産）を表示してい

ます。貸借対照表は、その左右の合計額が必ず一致することから、バランスシートと

呼ばれます。 

行政コスト計算書 

（ＰＬ） 

年間の行政サービスに費やされた行政資源の額（コスト）を示したものです。人件費、

物件費、減価償却費等の経常行政コストから、行政サービスの対価として収入した使

用料や手数料を差し引いて、純粋な経常行政コストを示します。 

純資産変動計算書 

（ＮＷ） 

貸借対照表の純資産の１年間の変動内容を示したものです。前年度末の純資産（期首）

から、純資産を減少させる純行政コストと増加させる地方税や国県補助金などの収入

などを増減して、期末の純資産を示します。 

資金収支計算書 

（ＣＦ） 

資金（現金）の収支の状況を、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つの

区分別に示したものです。 
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２ 財務書類作成対象となる会計範囲 
 

資産の状況や、その財源にあたる負債・純資産の状況、さらには行政サービスの提供に要した費

用や資金収支の状況等をより広い視点で明らかにするため、一般会計等に地方公営企業会計及び特

別会計を加えた「全体財務書類」、全体財務書類に芦屋市と関連のある一部事務組合を連結した「連

結財務書類」をあわせて作成します。 
 

区分 会計・団体 

連 

結 

芦
屋
市
全
体 

一
般
会
計
等 

一般会計 

公共用地取得費特別会計 

 国民健康保険事業特別会計 

 都市再開発事業特別会計 

 駐車場事業特別会計 

 介護保険事業特別会計 

 後期高齢者医療事業特別会計 

 水道事業会計 

 病院事業会計 

 下水道事業会計 

  阪神水道企業団 

  兵庫県後期高齢者医療広域連合 

  丹波少年自然の家事務組合 

 

（注1） 財産区会計は連結対象会計の対象外となります。 

 

 

３ 作成基準日等 

 
作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とし、当該年度の出納整理期間（４月１日～５月３１日）

における出納については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 
また、財務書類の数値は、表示単位で四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合がありま

す。 
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４ 財務書類（一般会計等） 

 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 299,082,135 固定負債 48,506,750

有形固定資産 284,513,440 地方債 41,353,709

事業用資産 164,668,158 長期未払金 2,889,219

土地 120,613,332 退職手当引当金 4,217,575

立木竹 - 損失補償等引当金 46,247

建物 104,136,315 その他 -

建物減価償却累計額 △ 61,970,519 流動負債 6,960,374

工作物 2,900,521 1年内償還予定地方債 6,159,453

工作物減価償却累計額 △ 1,112,051 未払金 199,861

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 491,259

航空機 - 預り金 109,801

航空機減価償却累計額 - その他 -

その他 - 55,467,124

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 100,560 固定資産等形成分 315,352,098

インフラ資産 117,748,030 余剰分（不足分） △ 53,127,529

土地 99,744,284

建物 1,575,917

建物減価償却累計額 △ 951,663

工作物 74,958,621

工作物減価償却累計額 △ 57,695,849

その他 433,370

その他減価償却累計額 △ 433,370

建設仮勘定 116,718

物品 4,028,594

物品減価償却累計額 △ 1,931,342

無形固定資産 13,906

ソフトウェア 13,906

その他 -

投資その他の資産 14,554,789

投資及び出資金 16,231,791

有価証券 133,236

出資金 7,315,173

その他 8,783,382

投資損失引当金 △ 8,372,275

長期延滞債権 651,427

長期貸付金 1,283,250

基金 4,790,078

減債基金 -

その他 4,790,078

その他 -

徴収不能引当金 △ 29,482

流動資産 18,609,557

現金預金 2,216,646

未収金 127,837

短期貸付金 281,350

基金 15,988,613

財政調整基金 13,547,985

減債基金 2,440,628

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 4,889 262,224,568

317,691,692 317,691,692

一般会計等貸借対照表
（令和6年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計  
・令和５年度末時点において、一般会計等では３，１７７億円の資産、５５５億円の負債があり、

純資産は２，６２２億円となっています。 
・純資産の部のうち、固定資産等形成分３，１５４億円は、これまで資産形成に充当した資源の蓄

積を示します。また、余剰分（不足分）については、地方公共団体は地方債を発行して公共施設

等のインフラを整備することが多いことや退職手当引当金の計上により、一般的にはマイナスに

なります。不足分の△５３１億円は、将来の負担を示すもので、直ちに行政サービスを滞らせる

ものではありません。 
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貸借対照表の主な項目に関する説明

項目説明

【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産 庁舎・学校・市営住宅・プール・防火水槽等の資産

土地 市が保有する土地

建物 建物及び建物附属設備

工作物 プール・防火水槽等

減価償却累計額 取得後から決算時点（年度）までの減価償却費の累計額

建設仮勘定 工期が一会計年度を超える建設中の建物など、完成前の有形固定資産の支出を計上

インフラ資産 公園・道路・橋梁等の社会基盤となる資産

建物 公園の便所棟・下水処理場の水処理棟・ポンプ場のポンプ棟等

工作物 道路・橋りょう等の構築物

その他 分電盤等

物品 取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の物品

無形固定資産 ソフトウェア等

投資その他の資産 他の団体への出資金や貸付金、特定の目的のために積み立てている基金等を計上

投資及び出資金 出資金、出えん金

投資損失引当金
連結対象団体・会計に対する投資及び出資金のうち、市場価格のないものについて実質価格が30％以上
下落した場合に、その差額を将来回収できないと見込まれる損失金額として引当計上

長期延滞債権
市税や貸付金元金等の収入未済額のうち、1年を超えて回収されていないものを長期延滞債権として計上
（1年未満のものについては、「流動資産・未収金」として計上）

長期貸付金 市が貸付を行ったもののうち、1年以内に返済されないもの

基金 公共施設等整備基金等の特定目的基金

徴収不能引当金
長期延滞債権及び未収金等の債権のうち、翌年度以降に回収不能となることが見込まれる額をそれぞれ

計上（未収金等の流動資産に係るものは、「流動資産・徴収不能引当金」に計上）

流動資産
現金や財政基金等必要に応じていつでも使える資金や、1年以内に回収が見込まれる債権等、資産のうち
流動性のあるものを計上

現金預金 本年度末資金残高　+　本年度末歳計外現金残高

未収金 市税や使用料等の未収金（現年調定にかかるもの）

基金 財政基金及び減債基金

【負債の部】

固定負債
翌々年度以降に償還していかなければならない借入金（地方債等）の残高や、発生する支払債務に係る引

当金等を計上

地方債
年度末における地方債残高のうち、翌々年度以降の償還予定額を計上（翌年度の償還予定額は、「流動負

債・1年内償還予定地方債」に計上）

長期未払金 市が負担することが確定している債務で資産の形成に係るもの（建設等）のうち翌々年度以降に支払うもの

退職手当引当金 当該年度末に一般会計等に属する全職員が年度末に普通退職した場合の退職手当支給見込額を計上

損失補償等引当金 第3セクター等に対する損失補償債務のうち、将来負担する可能性がある金額を引当金として計上

その他

流動負債
翌年度中に償還しなければならない借入金（地方債等）の償還予定額や、賞与の支払債務に係る引当金等

を計上

1年内償還予定地方債 地方債残高のうち、翌年度に償還する額

未払金 市が負担することが確定している債務で資産の形成に係るもの（建設等）のうち、翌年度に支払うもの

賞与等引当金
翌年度の6月に支給される賞与は、当年度の12月から翌年度の5月までの勤務に対して支払われるものと

考えられることから、当年度の12月から3月に係る4か月分を当年度のコストと認識して計上

預り金 市営住宅の敷金、契約保証金等（本年度末歳計外現金残高）

科目
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（単位：千円）

経常費用 38,615,662

業務費用 21,399,948

人件費 8,411,410

職員給与費 5,985,427

賞与等引当金繰入額 491,259

退職手当引当金繰入額 358,173

その他 1,576,551

物件費等 11,642,745

物件費 7,739,393

維持補修費 365,836

減価償却費 3,537,516

その他 -

その他の業務費用 1,345,793

支払利息 289,359

徴収不能引当金繰入額 149,013

その他 907,421

移転費用 17,215,714

補助金等 5,511,204

社会保障給付 7,704,229

他会計への繰出金 3,235,167

その他 765,114

経常収益 2,708,268

使用料及び手数料 1,583,538

その他 1,124,730

純経常行政コスト　 35,907,394

臨時損失 399,637

災害復旧事業費 -

資産除売却損 175,369

投資損失引当金繰入額 224,268

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 137,877

資産売却益 119,439

その他 18,438

純行政コスト　 36,169,154

資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額を計上

純経常行政コスト　＋　臨時損失　-　臨時利益
行政コスト計算書で計算された受益者負担だけでは賄えなかったコストを計上

資産の売却による収入が帳簿価格を下回る場合の差額及び除却した資産の除却時の
帳簿価額を計上

租税公課等を計上

毎年度、継続的に発生する収入

施設利用に係る使用料や証明書発行に係る手数料等の受益者負担を計上

基金の運用利息等上記以外の経常収益を計上

経常費用　-　経常収益　

過年度の市税還付金等を計上

各種団体等に交付した負担金、補助金、交付金等を計上

生活保護費や児童手当、医療費給付等、法令等に基づいて支出した経費を計上

国民健康保険事業・介護保険事業等の特別会計への繰出金

土地以外の固定資産について、当該年度に減価償却を行った金額
（資産の価値が減少した金額）

地方債及び一時借入金に係る支払利息等を計上

当年度に徴収不能引当金として、新たに繰り入れた額を計上
算式は「当年度徴収不能引当金-前年度徴収不能引当金+当年度不納欠損額」

当年度に退職手当引当金として新たに繰り入れた額を計上

議員報酬や委員報酬等を計上

消耗品等の需用費・委託料・使用料等の消費的支出を計上

建物や道路等の機能維持のために要した修繕費等を計上

毎年度、継続的に発生する費用

職員の人件費

当年度12月から3月までの賞与相当額（翌年度に支払われる賞与）を計上

一般会計等行政コスト計算書
自　令和5年4月1日

至　令和6年3月31日

科目 項目説明金額

 
・令和５年度では、減価償却費を含む経常費用が３８６億円、経常収益は２７億円、行政サービス

のために発生した純経常行政コストは３５９億円となり、これに臨時損失を加え臨時利益を除い

た純行政コストは３６２億円となりました。 
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 260,372,016 315,384,894 △ 55,012,878

純行政コスト（△） △ 36,169,154 △ 36,169,154

財源 37,214,552 37,214,552

税収等 28,326,176 28,326,176

国県等補助金 8,888,376 8,888,376

本年度差額 1,045,398 1,045,398

固定資産等の変動（内部変動） △ 246,801 246,801

有形固定資産等の増加 3,204,376 △ 3,204,376

有形固定資産等の減少 △ 4,664,523 4,664,523

貸付金・基金等の増加 2,611,914 △ 2,611,914

貸付金・基金等の減少 △ 1,398,568 1,398,568

資産評価差額 - -

無償所管換等 112,896 112,896

その他 694,258 101,109 593,150

本年度純資産変動額 1,852,553 △ 32,796 1,885,349

本年度末純資産残高 262,224,568 315,352,098 △ 53,127,529

一般会計等純資産変動計算書
自　令和5年4月1日

至　令和6年3月31日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

 

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

本年度差額　+　資産評価差額等

貸借対照表の純資産合計と一致

純資産変動計算書の主な項目に関する説明

項目説明

行政コスト計算書で計算された純行政コスト

純行政コストをどのように賄ったのかを表すため、市税、地方交付税や国県等補助金等
の財源をそれぞれ計上

市税、地方交付税及び地方譲与税

財源－純行政コスト

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加等を計上

有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少等を計上

科目

貸付金の回収及び基金の取崩等による減少等を計上

有価証券等の評価差額等

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を計上

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加等を計上

 
 

・純行政コスト３６２億円に対して、税収等と国県等補助金の合計３７２億円により、本年度差額

はプラスとなり、発生主義会計ベースでも財政的な収支均衡が図られています。 
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【業務活動収支】

業務支出 34,324,790

業務費用支出 17,109,076
人件費支出 8,238,001
物件費等支出 7,674,295
支払利息支出 289,359
その他の支出 907,421

移転費用支出 17,215,714
補助金等支出 5,511,204
社会保障給付支出 7,704,229
他会計への繰出支出 3,235,167
その他の支出 765,114

業務収入 39,215,930

税収等収入 28,450,850
国県等補助金収入 8,021,299
使用料及び手数料収入 1,584,449
その他の収入 1,159,332

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 4,891,140

【投資活動収支】

投資活動支出 5,297,287

公共施設等整備費支出 3,168,972
基金積立金支出 1,601,255
投資及び出資金支出 224,850
貸付金支出 302,210
その他の支出 -

投資活動収入 2,893,595

国県等補助金収入 1,949,243
基金取崩収入 40,307
貸付金元金回収収入 364,579
資産売却収入 539,466
その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,403,692
【財務活動収支】

財務活動支出 4,521,568

地方債償還支出 4,275,407
その他の支出 246,161

財務活動収入 1,524,500

地方債発行収入 1,524,500
その他の収入 -

財務活動収支 △ 2,997,068

△ 509,620

2,616,465

2,106,845

前年度末歳計外現金残高 109,950

本年度歳計外現金増減額 △ 150

本年度末歳計外現金残高 109,801

本年度末現金預金残高 2,216,646

本年度資金収支額　+　前年度末資金残高

貸借対照表の現金預金と一致
（本年度末資金残高　+　本年度末歳計外現金残高）

業務活動収支　+　投資活動収支　+　財務活動収支

災害復旧費等の臨時的な支出

臨時的な収入

地方債の借入額等を計上

地方債の元金償還額等を計上

本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額

前年度末資金残高

公共施設等整備に係る国県補助金等、土地等の固定資産の売
却収入、基金等の取崩し額等を計上

公共資産を整備するために支出した資金や、基金への積立額等
を計上

市税や地方交付税、行政サービスの対価としての受益者負担等
により、当年度中に収入された資金を計上

一般会計等資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

（単位：千円）

項目説明

人件費、物件費等資産形成を伴わない日常的な行政サービスを
行うために支出された資金を計上

人件費・物件費等に係る支出

団体への補助金・他会計への繰出金等

 

・業務活動収支は４９億円の黒字、投資活動収支は２４億円の赤字、地方債の借入・償還に係る財

務活動収支は３０億円の赤字となり、本年度資金収支額は５億円の赤字となりました。なお、５

億円の赤字は、前年度末資金残高２６億円により賄いました。 
・一般的に、地方自治体は経常的な収支の余剰（業務活動収支）を元手に、建設事業などの臨時的

な事業（投資活動）を行いつつ、地方債の償還（財務活動支出）を行い、必要に応じて地方債の

借入れ（財務活動収入）を行います。令和５年度は、経常的な活動では黒字ですが、財務活動収

支では、地方債の元金償還額が借入額を上回ったことから赤字となっています。 
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 ５ 指標による財務分析（一般会計等） 

 

（１）有形固定資産減価償却率 

 
償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を示すもので、資産の減価償却がどの程度

進んでいるかを指標化したものです。この比率が高いほど法定耐用年数が近づいていることを意

味します。公共施設等の除却・更新等により改善（低下）することから公共施設マネジメントを

行う上での目安の一つとなりますが、理論的な減価償却と物理的な老朽化の実態とは必ずしも一

致しないため、注意が必要です。 

令和５年度においては、山手小学校・朝日ケ丘小学校外装改修工事や打出教育文化センター改

修工事等により固定資産が増加したものの、減価償却も進んだことから償却資産の取得額＜減価

償却額となり、有形固定資産減価償却率は上昇しました。 

 

（２）純資産比率 

 
資産合計に対する純資産の割合、すなわち、将来返済を要しない財源により資産を形成した割

合を示す指標で、この比率が高いほど将来世代の負担割合が軽いことを意味します。 

令和５年度においては、分母の資産合計では、流動資産が８億円増加したものの固定資産が１

４億円減少した結果、全体では６億円の減少となり、分子の純資産では、純行政コストに対し税

収等や国県等補助金の財源が上回ったことにより１９億円増加しており、純資産比率は上昇しま

した。 

 
 Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ１ 計算式等 

芦屋市 
82.5％

(↖) 

81.8％

(↖) 

80.9％

(↖) 

80.2％

(↙) 

80.5％

(↖) 
純資産÷資産合計 

類似団体 ― 
70.7％

(↖) 

69.8％

(↙) 

71.2％

(↙) 

71.6％

(←) 

 

 Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ１ 計算式等 

芦屋市 
66.4％ 

(↖) 

64.9％ 

(↖) 

64.3％ 

(↖) 

63.3％ 

(↙) 

65.0％

(↖) 

減価償却累計額÷償却資産の取得

価額等（※） 

※有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋

減価償却累計額 
類似団体 ― 

64.0％

(↖) 

63.3％

(↖) 

62.7％

(↖) 

61.8％

(↖) 

10



 

（３）歳入総額に対する資産比率 

 
歳入総額に対する資産合計の割合を算出することにより資産の形成度合いを測るもので、基準

日に形成されている資産合計に、何年分の歳入が充当されているかを把握することができます。 

 

 Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ１ 計算式等 

芦屋市 
6.9 年 

(↖) 

6.5 年 

(←) 

6.5 年 

(↖) 

5.4 年 

(↙) 

7.4 年

(↖) 
資産合計÷歳入総額（※） 

※資金収支計算書の各区分の収入合計

＋前年度末資金残高 類似団体 ― 
3.1 年

(↖) 

3.0 年

(↖) 

2.7 年

(↙) 

3.6 年

(↙) 

※令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症対策として特別定額給付金事業等を実施した結果、歳入額が例年に比べ

増加したため（指標の分母が大きくなったため）、歳入総額に対する資産比率が大きく低下しています。 

 

（４） 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

 
  社会保障や公共事業をはじめ様々な行政サービスを提供するための経費を税収等や国県等補

助金で賄えているかどうかを示す指標で、当該年度の市債発行額を除いた歳入と地方債の元本返

済・利子支払を除いた歳出との収支のことをいいます。 

  令和５年度においては、投資的事業が少なく地方債の償還が進んだことから、基礎的財政収支

は黒字となりました。 

 

 Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ１ 

芦屋市 
4,337.8 百万円 

(↙) 

4,655.7 百万円 

(↙) 

5,498.0 百万円 

(↖) 

△562.5 百万円 

(↙) 

3,939.7 百万円

(↖) 

類似団体 ― 
1,518 百万円

(↙) 

1,645 百万円

(↖) 

656.7 百万円

(↖) 

397.6 百万円

(↖) 

計算式等 

業務活動収支（支払利息支出除く）+ 投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入除く） 
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（５）受益者負担比率 

 
    行政サービスに要したコストに対して受益者が負担する使用料・手数料などの割合であり、受

益者が負担しない部分については、市税や地方交付税等により賄うことになります。 

 

 Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ１ 計算式等 

芦屋市 
7.0％ 

(↙) 

7.3％ 

(↖) 

7.2％ 

(↖) 

5.3％ 

(↙) 

8.5％ 

(↙) 
経常収益÷経常費用 

類似団体 ― 
4.3％ 

(↖) 

4.0％ 

(↖) 

3.4％ 

(↙) 

4.5％ 

(↙) 

※令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症対策として特別定額給付金事業等を実施した結果、経常費用が例年に

比べ増加したため（指標の分母が大きくなったため）、受益者負担比率が大きく低下しています。 

 

（６）市民一人当たりの資産額及び負債額 

 
    資産額・負債額を市民一人当たりの金額にすることで、市の資産や負債の規模が分かりやすく

なるとともに、他団体との比較が容易になります。本市の市民一人当たりの資産額が類似団体と

比べて高いのは、土地の資産が多いことが大きな要因となっています。 

令和５年度においては、資産は６億円減少しましたが、市民の人口が減少した結果、市民一人

当たりの資産額は増加しました。また、地方債の償還額＞借入額となり、負債額が減少したため、

市民一人当たりの負債額が減少しました。 

 
区分  Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ１ 

市民一

人当た

り資産

額 

芦屋市 
335.2 万円 

(↖) 

333.7 万円 

(↖) 

332.1 万円 

(↖) 

330.5 万円 

(↖) 

325.2 万円

(↖) 

類似団体 ― 
148.9 万円

(↖) 

148.7 万円

(↖) 

145.9 万円

(↖) 

144.4 万円

(↖) 

計算式等 
資産合計÷住民基本台帳人口 

市民一

人当た

り負債

額 

芦屋市 
58.5 万円 

(↙) 

60.7 万円 

(↙) 

63.4 万円 

(↙) 

65.6 万円 

(↖) 

63.3 万円 

(↙) 

類似団体 ― 
40.6 万円 

(↙) 

41.5 万円 

(↙) 

42.1 万円 

(↖) 

41.0 万円 

(↖) 

計算式等 
負債合計÷住民基本台帳人口 

＊住民基本台帳人口 各年度 1 月 1 日時点 R5：94,780 人、R4：95,383 人、R3:95,430 人、

R2:95,616 人、R1：95,776 人 
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６ 財務書類（全体貸借対照表）の概要 

  

一般会計等と地方公営企業会計及び特別会計を連結した芦屋市全体の財務書類（全体貸借対照表）

の概要は以下のとおりです。 

連結した会計 

（地方公営企業会計）水道事業、病院事業、下水道事業 

（特別会計）国民健康保険事業、都市再開発事業、駐車場事業、介護保険事業、 

後期高齢者医療事業 

 

 

全体貸借対照表のポイント 

 

   全体の資産合計は、３，６９３億円であり、純資産合計は一般会計等と比べて１５８億円増加 

しています。また、基準日における現金預金については、６８億円となり、資金不足は生じて 

いません。 

 

 

 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 345,113,809 固定負債 81,448,223

有形固定資産 329,815,601 流動負債 9,866,146

事業用資産 169,697,522 91,314,369

インフラ資産 155,047,980 【純資産の部】

物品 5,070,099 固定資産等形成分 361,456,216

無形固定資産 25,815 余剰分（不足分） △ 83,446,658

投資その他の資産 15,272,393

流動資産 24,210,119

現金預金 6,784,748

その他 17,425,371 278,009,559

369,323,928 369,323,928

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和６年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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７ 財務書類（連結貸借対照表）の概要 

   
  連結財務書類は、芦屋市全体の財務書類に、芦屋市と関連のある一部事務組合の外郭団体を連結し

た財務書類です。 

連結した外郭団体は以下のとおりです。 

（一部事務組合） 阪神水道企業団、丹波少年自然の家、兵庫県後期高齢者医療広域連合 

なお、一部事務組合については、構成市町の経費の負担等割合に応じた額を連結しています。 

※連結における経費の負担等割合 

一部事務組合 構成市町 経費負担等割合 

阪神水道企業団 神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、宝塚市 ３．６６％ 

丹波少年自然の家 芦屋市を含む１０市町 ５．９８％ 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 芦屋市を含む４１市町 ２．２１％ 

 

 

連結貸借対照表のポイント 

 

 連結の資産合計は、３，７２４億円となり、純資産合計は一般会計等と比べて１７６億円増

加しています。また、基準日における現金預金については、８０億円となり、全体と同様に資

金不足は生じていません。 

 

 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 346,954,505 固定負債 82,398,014

有形固定資産 334,229,567 流動負債 10,158,627

事業用資産 169,713,595 92,556,641

インフラ資産 158,780,685 【純資産の部】

物品 5,735,287 固定資産等形成分 363,296,911

無形固定資産 440,291 余剰分（不足分） △ 83,476,587

投資その他の資産 12,284,647 他団体出資等分 △ 57

流動資産 25,422,404

現金預金 7,980,050

その他 17,442,354 279,820,268

372,376,909 372,376,909

（令和６年３月３１日現在）

連結貸借対照表

負債合計

資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

科目 金額 科目 金額
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